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1. はじめに 

新潟県中越地震など過去の大地震によって，橋脚の主鉄筋段落し部で鉄筋

がはらみ出してコンクリートが剥がれ落ちる被害が生じている（写真－1）．鉄

道構造物等設計標準・同解説では，基部が曲げ耐力に達したときに段落し部

に発生する曲げモーメントやせん断力に対して段落し部の曲げ耐力やせん断

耐力を十分大きくすることで，段落し部を損傷させないこととしているが，

古い設計基準によって構築された橋脚の中には，段落し部に十分な耐力を有

していないものも多く，前記した地震時の損傷事例が発生している．そのた

め，段落し部の曲げ補強を含めた橋脚の耐震補強が必要となっている．  

橋脚の段落し部分を曲げ補強する場合，追加した軸方向鉄筋を有効に働か

せるため，アンカージベル鉄筋を打設して補強部と既設部を一体化させてい

る．この場合の段落し部分の曲げ耐力は，既設部と補強部を一体構造と考え

た断面で計算される．しかし，ソケット式継手のように，既設部と補強部を一体化しない構造でも曲げ耐力

を伝達できることが知られている．そこで，既設部と補強部を別体にした補強方法の効果について検討する

ため，模型試験体による曲げ載荷試験を行った．本稿ではその試験結果を報告する． 

2. 載荷試験概要 

試験体の概要を図-1および表-1に示す．試験は，梁試験体に対する2点載荷で行った． 

試験体は，中央部（Ａ－Ａ断面）を橋脚の段落し部と想定して主鉄筋量を少なくした既設部に，既設部と

補強部との間に剥離材を塗布して付着を切った上で，鉄筋コンクリート巻き補強を行った． 
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実際の橋脚では，地震時外力が橋脚上端に作用する片持梁となり，橋脚躯体にはせん断力が作用し曲げ

モーメントも基部を底辺とした三角形分布となる．しかし，本実験では段落し部の曲げ補強効果のみに着目

するため，段落し部を等曲げ区間に配置し，この部分を補強した．試験体形状は，実構造物の1/6程度の縮

尺を想定して既設部断面を300×900とした．補強部の巻き厚は腹部で50mmとした．Type1・2は補強部の引張

鉄筋量のみをパラメーターとしている． 

キーワード 橋脚 耐震補強 段落し アンカージベル鉄筋 ＲＣ巻き補強 

連絡先 〒370-8543 群馬県高崎市栄町6番26号 東日本旅客鉄道㈱ 上信越工事事務所 027-324-9361 

表-1 試験体諸元 

図-1 試験体概要図 

写真-1 橋脚段落とし部の損傷

土木学会第62回年次学術講演会(平成19年9月)

-323-

5-162



3. 実験結果 

試験体中央変位と荷重，梁中央部の引張鉄筋ひずみお

よび補強部の帯鉄筋ひずみの関係を図-2～4に示す．

Type1・2とも下記のようなステップで損傷が進んだ． 

① 試験体中央変位約1mmで梁中央部の引張鉄筋ひずみ

が補強部より既設部のほうが大きくなり，平面保持

が成立しなくなった．この時点から，補強部から既

設部の抜け出しが始まり補強部と既設部の挙動が異

なり始めた．補強部腹部には，端部下縁付近から梁

中央上縁に向けてせん断ひび割れが発生し始めた．

また，補強部下面中央の引張鉄筋のひずみが，断面

中央部より断面端部のほうが大きくなり，断面中央

と端部で補強部のたわみ形状が異なり始めた． 

② 既設部中央の引張鉄筋ひずみが降伏すると，補強部

の引張鉄筋ひずみの増加が緩やかになり，前者のひ

ずみが著しく増大した．また，補強部腹部のせん断

ひび割れの幅および本数も増加した(図-3)． 

③ 補強部側面の帯鉄筋ひずみが増加しなくなり最大荷

重に達した．また，この頃，補強部下縁端部から発

生したせん断ひび割れが，梁中央部上縁に到達し，

新たなせん断ひび割れの発生が少なくなった(図-4)． 

④ せん断ひび割れが上縁に到達した後も，急激な荷重

な低下はせず変形のみ進み，既設部中央の引張鉄筋

が破断して荷重が低下した． 

 試験終了時の補強部側面の損傷状況を写真-2に示す． 

4. 考察 

 既設部引張鉄筋の降伏時荷重および最大荷重の実験値

と計算値の比較を表-2に示す．計算値①は既設部のみで

の曲げ耐力，計算値②は既設部と補強部が一体と考えた

場合の曲げ耐力に達する際の荷重の計算値である．

Type1・2ともに，既設部のみで考えた計算値①よりも実

験値のほうが大きく，本研究の補強方法で一定の曲げ補

強効果があることが判明した．  

本研究では，Type1とType2で，補強部の引張鉄筋量をパ

ラメーターに実験を行ったが，既設鉄筋降伏時と最大荷

重時それぞれにおいて両試験体の荷重の差は小さく，補

強部の引張鉄筋量が補強効果に与える影響が少なかった．

これは，既設部の引張鉄筋が降伏する前の段階で補強部

が既設部から抜出し別々に挙動し始めるため，補強部の

引張鉄筋が有効に働かなかったためだと推測される．そ

の一方で，曲げ補強効果があった理由として，既設部中央の曲げ耐力のほかに，ソケット式継手と同様に補

強部と既設部の間に生じる支圧力の偶力が，作用する曲げモーメントに抵抗するなどの別の耐荷機構が成立

しているものと考えられる． 

図-4 中央変位－帯鉄筋ひずみ(Type2)

写真-2 試験終了時損傷状況(Type2)

表-2 降伏時と最大荷重時の荷重の比較
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図-3 中央変位－引張鉄筋ひずみ（Tｙpe2)

図-2 中央変位－荷重 
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※計算値①は既設部のみの断面，計算値②は既設部と補強部が一体断面と考えた場合
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